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1　指定居宅サービス・指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

1-1 訪問介護費
注

基本部分

所要時間が
20分から起算

して25分
を増すごとに

＋67単位
（201単位を

限度）

×70/100 ×90/100
×200/100

⑴20分未満 （165単位）

⑵20分以上30分未満 （245単位）

⑶30分以上1時間未満 （388単位）

⑷1時間以上
 （564単位に30分を増すごとに＋80単位）
⑴20分以上45分未満 （183単位）
⑵45分以上 （225単位）

⑵介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
 （1月につき　＋所定単位×48/1000）

⑴介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
 （1月につき　＋所定単位×86/1000）

注
所定単位は、イからホまでにより
算定した単位数の合計

⑶介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
 （1月につき　⑵の90/100）

へ
介護職員処遇
改善加算

⑷介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
 （1月につき　⑵の80/100）

ハ 通院等乗降介助 （1回につき　97単位）

イ 身体介護

ロ 生活援助

ニ 初回加算 （1月につき　＋200単位）

ホ 生活機能向上連携加算 （1月につき　＋100単位）

⑵介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
 （1月につき　＋所定単位×48/1000）

⑴介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
 （1月につき　＋所定単位×86/1000）

注
所定単位は、イからホまでにより算定した単位数
の合計

⑶介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
 （1月につき　＋⑵の90/100）

へ
介護職員処遇
改善加算

⑷介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
 （1月につき　＋⑵の80/100）

ニ 初回加算 （1月につき　＋200単位）

ホ 生活機能向上連携加算 （1月につき　＋100単位）

身体介護の⑵～
⑷に引き続き生
活援助を行った
場合

注
介護職員初任者
研修課程を修了
したサービス提
供責任者を配置
している場合

注
事業所と同一建物の利用者又はこ
れ以外の同一建物の利用者20人
以上にサービスを行う場合

夜間又は
早朝の場合
＋25/100

深夜の場合
＋50/100

注
夜間若しくは早
朝の場合又は深
夜の場合

：特別地域訪問介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算、介護
職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※緊急時訪問介護加算の算定時に限り、身体介護の⑴20分未満に引き続き、生活援助を行うことも可能。

：特別地域介護予防訪問介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加
算、介護職員処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

特定事業所加算（Ⅰ）
＋20/100

特定事業所加算（Ⅱ）
＋10/100

特定事業所加算（Ⅲ）
＋10/100

特定事業所加算（Ⅳ）
＋5/100

注
特定事業所加算

＋15/100

注
特別地域訪問介
護加算

＋10/100

注
中山間地域等に
おける小規模事
業所加算

＋5/100

注
中山間地域等に
居住する者への
サービス提供加
算

1回につき
＋100単位

注
緊急時訪問介護
加算

注
2人の訪問介護
員等による場合

1-2 介護予防訪問介護費
注

基本部分

×70/100 ×90/100 ＋15/100 ＋10/100

要支援1・2
　　週1回程度の介護予防訪問介護
　　が必要とされた者
 （1月につき　1,168単位）

イ
介護予防訪問
介護費（Ⅰ）

要支援1・2
　　週2回程度の介護予防訪問介護
　　が必要とされた者
 （1月につき　2,335単位）

ロ
介護予防訪問
介護費（Ⅱ）

要支援2
　　週2回を超える程度の介護予防
　　訪問介護が必要とされた者
 （1月につき　3,704単位）

ハ
介護予防訪問
介護費（Ⅲ）

介護職員初任者
研修課程を修了
したサービス提
供責任者を配置
している場合

注
事業所と同一建物の利用者又はこ
れ以外の同一建物の利用者20人
以上にサービスを行う場合

注
特別地域介護予
防訪問介護加算

注
中山間地域等に
おける小規模事
業所加算

＋5/100

注
中山間地域等に
居住する者への
サービス提供加
算
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Ⅲ　介護報酬の算定構造
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1　指定居宅サービス・指定介護予防サービス　　訪問介護費

介護報酬　改正点の解説
定価　本体4,500円＋税／Ａ４判・約1,150頁
ISBN978-4-7894-7073-5 C3032 ¥4500E

商品No.70063

平成30年4月版 平成30年３月発刊予定

●平成30年4月の介護報酬改定の概要，すべてのサービスについての介護報酬（単位数表）・指定基準の新旧対
照表，関係告示・関係通知の改正点を審議会等での資料にもとづき集成します。

●改定対応業務のための定本として，改定の概要，単位数表・新旧対照表の重要資料は，2色刷りで改正点が明
快にわかるように作成するなど，実務に活用しやすい一冊です。

介護報酬改定の関連資料などの最新情報を集成
新報酬のポイントを明快に提示した担当者必携の書

Ⅰ　平成30年度介護報酬改定の概要
⑴基本的な考え方
⑵各サービスの報酬・基準見直しの内容
⑶地域区分と１単位の単価

Ⅲ　介護報酬の算定構造
⑴居宅サービス・介護予防サービス
⑵地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス
⑶居宅介護支援・介護予防支援
⑷施設サービス

Ⅳ　施行規則・基準省令の改正

Ⅱ　介護給付費単位数表等新旧対照表
⑴居宅サービス
⑵居宅介護支援
⑶施設サービス
⑷介護予防サービス
⑸地域密着型サービス
⑹地域密着型介護予防サービス
⑺介護予防支援

本書の構成（予定）

Ⅵ　参考資料

Ⅴ　関係告示・関係通知
⑴単位数表の留意事項通知
　①訪問通所サービス・居宅介護支援
　②短期入所サービス・施設サービス
　③介護予防サービス
　④地域密着型（介護予防）サービス
⑵指定基準の解釈通知
⑶その他の関係通知

　

どの項目がどのように
改正されたのかがわか
りやすい新旧対照形式
で情報を提示

「算定構造」では各サービスの
基本項目・加算項目を一覧で
表示。改正箇所は色刷りでひ
と目で把握可能


